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第２ ５疾病及び５事業等に係る連携の推進

【趣旨】

○ 医療の高度・専門化が進むにつれ、疾病の発生から在宅での療養に至るまでを一人の医師、

一つの医療機関で対応することが難しくなっています。

急性期など濃厚な治療を必要とする時期と、回復期や維持期といったリハビリテーションや

定期的な検査・指導等を必要とする時期で、複数の医療機関等により医療が提供される場合が

多くなっています。

○ 南檜山の中に現在ある医療資源を有効活用する上では、医療機関がそれぞれの専門性を発揮

しながら機能を分担し、連携して地域に必要な医療を提供していくことが求められています。

○ このため、医療機関の連携により、急性期から在宅医療まで切れ目のない医療サービスを効

率的かつ継続的に提供し、患者が可能な限り早期に居宅等での生活に戻り、退院後においても

継続して適切な医療を受けられるよう、また、居宅等における医療の充実により、ＱＯＬ（生

活の質）の向上に取り組む必要があります。

○ また、住民・患者に対して、かかりつけ医の重要性や救急車の適切な利用など、それぞれの

医療機関が地域で果たしている役割などへの理解が深まるよう、情報を提供していく必要があ

ります。

○ 本推進方針において医療連携体制の構築に取り組む分野としては、死因の大きな部分を占め、

疾病の経過の中で複数の医療機関により医療を提供されることの多い５疾病（がん、脳卒中、

心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、精神疾患）と、地域医療の確保において重要となっている

５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む））

に、超高齢社会を迎え多くの道民が自宅など住み慣れた環境での療養を望んでいることから、

在宅医療の充実を加え、５疾病・５事業及び在宅医療としています。

○ 南檜山においては、平成23年10月より管内の医療機関に南檜山地域医療連携システム（Ｉ

Ｔネットワーク）を整備し、診療連携の推進を図っています。

○ 疾患毎の受療動向を踏まえると、第二次医療圏を越えた広域的な連携が重要なことから、隣

接する南渡島圏域や北渡島檜山圏域との情報共有など、連携を図る必要があります。

１ がんの医療連携体制

【現状】

（１） 死亡の状況等

○ 本道においてがんは、昭和52年（1977年）より死因の第１位を占め、南檜山においても

平成27年１年間の総死亡者数389人のうち119人ががんを原因として死亡しており、死亡者

数全体の30.６％を占め死因の第１位となっています。

また、がんによる死亡者数は肺がんが２8人で最も多く、次いで胃がん１８人、大腸がんと

膵臓がんが１２人となっています。 （平成27年人口動態統計）

○ 南檜山における平成18年～平成27年までのSMR（全国値を100としたとき死亡の度合い

を示す数値標準化死亡比＊）は、118.6となっています。また、全道値は107.6となってい

ます。

＊ SMRが100を超えていると全国並みより死亡率が高く、100未満だと死亡率が低いと判断される。

第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進
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第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進

○ 全道における喫煙率は、男性34.6％、女性16.1％と、男女とも全国平均よりも高く、南檜

山は全国よりも高い町が複数見られますが、有意ではありません。

（平成28年度健康づくり道民調査）

（２） がんの予防及び早期発見

○ がんの原因は、喫煙、食生活及び運動等の生活習慣や肝炎ウイルス等の感染症など様々なも

のがあり、正しい知識を広めることが重要であることから、がん予防に向けての普及啓発など

が行われています。

○ がんは、早期に発見し治療につなげることが重要であることから、現在、市町村事業として、

肺がん、胃がん、大腸がん、乳がん及び子宮がんの各種検診が行われているほか、企業におけ

る福利厚生や健康保険組合等における独自の保健事業としてがん検診が実施されています。

（３） がん医療

○ 道南医療圏（南渡島・南檜山・北渡島檜山圏域）においては、地域がん診療連携拠点病院と

して市立函館病院及び函館五稜郭病院の２病院、がん診療連携指定病院として国立函館病院及

び函館中央病院の２病院が指定されています。

【課題】

（１） がん死亡者数の減少

○ がんは道民の健康と生命の最大の脅威となっていることから、がん対策の総合的な推進によ

り、死亡者数を減少させる必要があります。

（２） がんの予防及び早期発見

○ 発がんリスクの低減を図るため、全ての住民が喫煙の及ぼす健康影響について十分に認識す

ることが重要なことから、地域全体で喫煙対策を強く推進していく必要があります。

また、発がんリスクを軽減するとされている野菜摂取量を増やすなど、食生活の改善に向け

ての取組を推進する必要があります。

○ 市町村事業として実施されているがん検診の受診率は、全道で、胃がん8.8%、子宮がん

14.3%、肺がん4.8%、乳がん16.6%、大腸がん6.3%、（平成28年地域保健・健康増進事

業報告）に対し、南檜山では、胃がん15.6%、子宮がん13.0%、肺がん7.1%、乳がん19.3

%、大腸がん8.4%と、総じて全道平均より高い状況にあることから、引き続き受診率の向上

を目指す必要があります。

（３） がん医療

○ 南檜山は、地域がん診療連携拠点病院の未指定地域であることから、他圏域の拠点病院との

連携や緩和ケア、在宅医療機能の充実が必要となっています。

○ 緩和ケアについては、身体症状の緩和に加え、心理社会的な問題への援助など、人生の最終

段階だけではなく、がんと診断された時から行われる必要があります。

【施策の方向性と主な施策】

（１） がん予防の推進

○ 健康のために望ましい生活習慣やがんに関する正しい知識が身に付くよう、食習慣の普及定

着に取り組むほか、がんのタウンミーティングを開催するなど、一層の普及啓発を推進します。

○ 禁煙支援を実施している機関を周知するなど喫煙者の減少を図ります。

＊ 平成30年５月現在、道南勤医協江差診療所（保険診療）、厚沢部町国保病院（保険診療）、乙部町国保病院（保

険診療）、江差保健所（個別相談）
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第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進

また、受動喫煙の防止対策として、公共施設をはじめ職場や家庭等における禁煙や適切な分

煙が図られるよう取組を進めるほか、未成年者の喫煙防止対策を推進していきます。

（２） がんの早期発見

○ がん検診の受診率の向上に向け、検診の受診勧奨の取組が促進されるよう働きかけるなど、

南檜山の町や関係団体等と連携して受診率の向上を図ります。

○ がん検診の精検受診率やがん発見率などの指標を分析し、精度の維持・向上を図ります。

（３） がん医療

○ 道南医療圏の地域がん診療連携拠点病院及びがん診療連携指定病院との連携や南檜山での緩

和ケアや在宅医療の充実を推進します。

なお、南檜山でがん患者の通院負担軽減のため道立江差病院において外来化学療法を実施し

ています。

○ がん患者等の苦痛の軽減及び療養生活の質の向上に向け、道立江差病院のピアサポート「ほ

っこりの会」など、地域における相談支援機能の充実を図ります。

（４） 医療連携について

○ がんの医療連携圏域は、がん診療連携拠点病院による専門的な医療サービスの提供を目指す

第二次医療圏単位とされていますが、南檜山は拠点病院等が未指定となっていることから、第

三次医療圏である道南医療圏に所在する拠点病院等により体制が維持されるよう連携を図りま

す。

【医療機関等の具体的名称】

○ 南檜山には、がん診療連携拠点病院はありません。
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第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進

【参考 （道計画 数値目標等）】

南檜山圏域

現状値 目標値（H35） 現状値

体 制 整 備 20 21 現状より増加
厚生労働省がん対策情報

（平成29年） 0

胃 35.0 50.0 現状より増加
平成28年

国民生活基礎調査

［厚生労働省］

１５．６

（※国保のみ）

肺 36.4 50.0 現状より増加
平成28年

国民生活基礎調査

［厚生労働省］

７．１

（※国保のみ）

大腸 34.1 50.0 現状より増加
平成28年

国民生活基礎調査

［厚生労働省］

８．４

（※国保のみ）

子宮頸 33.3 50.0 現状より増加
平成28年

国民生活基礎調査

［厚生労働省］

１３．０

（※国保のみ）

乳 31.2 50.0 現状より増加
平成28年

国民生活基礎調査

［厚生労働省］

１９．３

（※国保のみ）

　＊　「北海道がん対策推進計画」に準拠

指標区分 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

がん診療連携拠点病院数（か所）

がん検診受診率（％）実 施 件 数 等

北海道
指標名（単位）

北海道がん診療連携協議会

会

がんの医療連携体制

国立がん研究センター

都道府県がん診療連携拠点病院
≪北海道がんセンター≫

地域がん診療連携拠点病院

高度がん診療中核病院

≪３医育大学≫

地域がん診療連携拠点病院

〈（道南）市立函館病院、

函館五稜郭病院〉

地域がん診療病院
≪２病院（道南なし）≫

北海道がん診療連携指定病院

〈（道南）函館中央病院、
国立函館病院〉

・地域医療を担う中核病院

・在宅療養支援診療所

・薬局・訪問看護ステーション

・市町村包括支援センター

・保健所等

在宅医療

緩和ケア

相談・活動等

患者支援連
携
・
協
議

小児がん

中核病院

連
携

小児がん

拠点病院
≪北海道大学病院≫

小児がん診療
に携わる

地域の

医療機関

連携

歯科医療機関

連携

連携

第二次医療圏域

拠点病院等未整備圏域

第三次医療圏域

未整備圏域を含め
連携・支援

地域
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２ 脳卒中の医療連携体制

【現状】

（１） 死亡の状況

○ 南檜山圏域における平成18年～平成27年までのＳＭＲ（全国値を100としたときの死亡

の度合いを示す数値 標準化死亡比）は、次のとおりです。

○ 南檜山各町における脳血管疾患標準化死亡比（ＳＭＲ）

全 道 南檜山 江差町 上ノ国町 厚沢部町 乙部町 奥尻町

91.6 107.4 91.2 111.8 118.2 94.0 150.2

－＊＊ ＊＊

＊は有意水準５％、＊＊は１％ ＳＭＲが有意に高い。－＊は５％、－＊＊は１％ＳＭＲが有意に低いことを示す。

（２） 医療機関の状況

○ 脳血管疾患の医療体制については、南檜山において開頭手術、脳血管手術などを24時間対

応できる急性期医療機関はありませんが、急性期の診断については江差脳神経外科クリニック

が大部分を担っています。

○ 南檜山における脳血管疾患の受療率は、全道の二次圏域別で見ると入院が21圏域中21番目、

外来が14番目と低い状況になっています。

○ 脳血管疾患患者の南檜山における受療率

脳 卒 中（脳梗塞、

区 分 一過性脳虚血発作患者） 脳 出 血 くも膜下出血 脳動脈瘤 合 計

入 院 59.6％ 26.2％ 0.0％ 48.3％ 52.8％

外 来 88.1％ 86.5％ 89.3％ 79.9％ 88.4％

厚生労働省「ＮＤＢ」（平成28年4月～平成29年3月）

（３） 健康診断の受診状況

○ 平成20年度から各町でメタボリックシンドロームに着目した特定健康診査、特定保健指導

が実施されています。

○ 南檜山各町の国保の受診率は全道平均よりやや高いものの、全国平均を下まわっているため、

医療機関と連携を図り、未受診者対策に取り組んでいます。

○ 特定健康診査受診率（市町村国保）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

南檜山 受診率 30.2% 29.4% 28.8% 29.0% 31.8%

全道 受診率 24.0% 24.7% 26.1% 27.1% 27.6%

全国 受診率 33.7% 34.2% 35.3% 36.3% 36.6%

（法定報告速報値より）

（４） 医療連携について

○ 平成20年４月に道南圏域を対象に「道南脳卒中地域連携協議会｣が設置され、南檜山では道

立江差病院が会員となっています。その中で地域連携パスの推進についても検討され、平成

24年度には脳卒中あんしん連携ノートの普及が全道展開されており、道南圏域においても４

か所の医療機関で活用が進められています。
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【課題】

○ 各町では、受診機会や場所の拡大を図っているものの、特定健康診査の受診率は市町村国保

の目標値（60%）に比べかなり下回っており、未受診者対策が急務となっています。

○ 南檜山では、脳卒中の急性期医療は主に函館市内の医療機関で行われているため、南渡島圏

域との連携が必要です。

【施策の方向性と主な施策】

（１） 予防対策の充実

○ メタボリックシンドロームの知識の普及啓発

脳卒中の発症予防のためにハイリスクとなっているメタボリックシンドロームについて正し

い知識の普及を図るために、各町、医療機関、事業所と連携して進めます。

○ 健診受診率の向上

地域住民が早期に異常を発見し、生活習慣の改善を図ることができるよう各町と協議し、特

定健康診査受診率の向上のため個別健診の拡大を推進します。

（２） 医療連携について

○ 急性期医療機関との連携

南檜山地域医療連携システムなどを活用し、南渡島の急性期病院との診療連携を進めます。

○ 江差脳神経外科クリニックをはじめとする南檜山の維持期を担う各医療機関と訪問看護、介

護支援専門員が連携し、再発予防や生活機能の維持、向上を図ります。

○ 脳卒中の医療連携圏域は、発症後早期に適切な治療を開始することが重要なことから、入院

医療サービスの完結を目指す第二次医療圏とされていますが、南檜山は、現状において急性期

医療が完結しない圏域のため、南渡島圏域を中心に道南医療圏と情報共有するなど、必要な医

療連携体制の確保に努めます。

【医療機関等の具体的名称】

（１）急性期医療 （Ｐ15参照）

南檜山には公表基準をみたした医療機関はありません。

（２）回復期医療 （Ｐ15参照）

北海道立江差病院
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【参考 （道計画 数値目標等）】

南檜山圏域

現状値 目標値（H35） 現状値

61 61 現状維持
北海道保健福祉部調査

急性期医療の公表医療機関

（平成29年4月1日現在）
0

21 21 現状維持
北海道保健福祉部調査

回復期医療の公表医療機関

（平成29年4月1日現在）

有

（１施設）

実 施 件 数 等 15 21 現状より増加
北海道保健福祉部調査

（平成29年4月1日現在）
導入済

　＊　「北海道健康増進計画」（平成25年度～平成34年度）と調和を図る指標の目標値については、平成35年度も維持・向上とする。

北海道
目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

体 制 整 備

急性期医療を担う医療機関数（か所）

回復期リハビリテーションが実施可能な医療機関が

ある第二次医療圏数（医療圏）

地域連携クリティカルパスを導入している第二次医療

圏数（医療圏）

指標区分 指標名（単位）

急性期医療

急性期医療を担う医療機関 ＜２４時間対応＞

［道南：函館脳神経外科病院、函館新都市病院、市立函館病院、函館中央病院］

○ 血液検査や画像検査（ＣＴ検査、ＭＲＩ検査）等、必要な検査の実施
○ 適応のある脳梗塞症例に対するｔ－ＰＡによる血栓溶解療法の実施
○ 呼吸・循環等の全身管理、及び感染症や深部静脈血栓等、合併症の予防・治療
〇 廃用症候群を予防し、リスク管理のもとに早期にリハビリテーションを開始
【医療機関名は第８章別表３参照】

脳卒中の医療連携体制

急性期から回復期、維持期までの医療機関及び介護保険関連施設等が、診療情報や治療計画
の共有による切れ目のない適切な医療が提供できるよう連携体制の充実を図ります。

発症予防の対応 維持期の対応

医 療
保険者

道
市町村

住民(患者)

健診の

普及啓発

○再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理
〇合併症への対応（誤嚥性肺炎･抑うつ等）
○生活機能の維持及び向上のためのリハビテー
ションの実施
○介護支援専門員、介護関連施設、訪問看護ス
テーション、歯科診療所、薬局等と連携した
在宅医療の実施

○基礎疾患の治療（高血圧・糖尿
病・脂質異常症・心房細動等）
〇生活習慣の改善を支援（食事・
運動・喫煙・過度の飲酒など）
○突然の症状出現時の対応につい
て本人･家族･周囲の者への教育

発症

回復期医療を担う
医療機関

［道立江差病院］
○再発予防の治療や基礎疾

患･危険因子の管理
〇合併症への対応（誤嚥性
肺炎・抑うつ・認知症等）

○専門医療スタッフによる
集中的なリハビリテーシ
ョン（身体機能の早期改
善及びADLの向上）

【医療機関名は第８章別表４参照】

連

携
回

復

期

医

療

連
携

連

携

維

持

期

医

療

【医療連携圏域】

近隣医療圏当該第二次医療圏 連携・協議の場

特定健康診査
特定保健指導

受
診

来院後１時間以内を目安に専門的治療の開始
※発症4.5時間以内の脳梗塞患者には、t-PA静脈療法を考慮

連
携

保健指導
速やかに救急要請

応

急

手

当

・

病

院

前

救

護

発

症

予

防
訪問看護ステーション、介護支援専門員、

かかりつけ歯科、かかりつけ薬局他

か か り つ け 医

受

診

救
急
搬
送
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第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進

３ 心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

【現状】

（１）死亡の状況

○ 南檜山では、平成27年に59名が心疾患（高血圧性を除く）を原因として死亡しており、死

亡者数全体389名の15.2％を占め、死因の第２位となっています。＊１,2

○ 平成27年の心疾患を原因とする死亡の内訳は、心不全３９名(66.1%)、急性心筋梗塞７名

11.9%)となっています。＊2

○ 平成２７年の全国・全道の死亡数全体のうち心疾患が原因である死亡の割合はそれぞれ、

15.２%、15.1％で、南檜山とほぼ同じ割合となっています。＊１

○ 南檜山における急性心筋梗塞の死亡者数は、平成23年～平成27年の間では、年間7名～

１５名で推移しています。＊２

（２）健康診断の受診状況（市町村国保）

○ 急性心筋梗塞の発症を予防するためには、定期的な健診の受診により高血圧、糖尿病、脂質

異常等の生活習慣に関わる危険因子を早期に発見し、適切な治療管理していくことが重要で、

平成２０年に導入された特定健康診査において、メタボリックシンドロームに着目した健診項

目、特定保健指導が実施されていますが、平成28年度の南檜山全体の国保の特定健康診査の

受診率は31.8%（全道27.6%、全国36.6%）で、全道よりやや高いものの、全国値より低

い状況です。＊３

（３）健康診断の結果傾向（市町村国保）

○ 平成28年度の特定健康診査におけるメタボリックシンドローム＊4及び予備群該当者＊５の割

合は33.6％（全道 27.5%、全国28.0%）であり、全道・全国に比較して高い状況です。＊３

○ 平成２８年度の特定健康診査における有所見者割合として、収縮期血圧52.7%（全道46.5

%）、LDLコレステロール46.5%（全道55.1%）、HbA1c49.8%（全道49.1%）で、特に

収縮期血圧に有所見者割合が高い状況です。また、同健康診査における肥満者（BMI25.0以

上）の割合は男性44.3%（全道35.8%）女性33.6%（全道23.4%）と男女とも全道より高

い状況です。＊３

＊１ 北海道保健統計年報

＊２ 道南地域保健情報年報

＊３ 法定報告速報値（市町村国保）、市町村国保における特定健診等結果状況報告書

＊４ 内臓脂肪の蓄積（主に腹囲により測定）に加え、血中脂質、血圧、血糖基準のうち、２つ以上に該当する者

＊５ 内臓脂肪の蓄積（主に腹囲により測定）に加え、血中脂質、血圧、血糖基準のうち、１つに該当する者

○ 平成28年度特定健康診査有所見者状況 （市町村国保）

メタボ・予 BMI 中性脂肪 収縮期血圧 拡張期血圧 LDL-c

備群該当者 有所見者 有所見者 有所見者 有所見者 有所見者

南檜山 33.6% 37.6% 22.9% 52.7% 17.8% 46.5%

全道 27.5% 28.5% 20.8% 46.5% 19.5% 55.1%

全国 28.0%
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第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進

（４）医療機関の状況

○ 急性期の医療については、放射線等機器検査（心電図・冠動脈造影等）、臨床検査（血清マ

ーカー等）、経皮的冠動脈形成術のすべてが24時間いつでも対応可能という条件を満たす医療

機関は南檜山にはありません。

維持期の医療については、道立江差病院循環器科をはじめ、かかりつけ医が対応し、再発予

防や危険因子の治療管理を行っています。

○ 南檜山で急性心筋梗塞を発症した場合、圏域内には専門医療機関が無いため、主に函館市内

へ搬送されます。救急車等で搬送される場合には、１時間前後の搬送時間がかかります。

○ 急性心筋梗塞の患者が南檜山で受診している割合は、入院30.0％、通院77.3%となってい

ます。＊６ 厚生労働省「ＮＤＢ（ナショナルデータベース）」（平成28年4月～平成29年3月）

【課題】

○ 急性心筋梗塞の発症を予防するために、高血圧、糖尿病、脂質異常等の生活習慣に関わる危

険因子を早期に発見、適切な治療管理をしていくことが重要であるため、受診率の向上が急務

となっています。

○ 急性心筋梗塞の急性期医療は主に函館市内の医療機関で行われているため、南渡島との連携

体制整備が必要です。

○ 再発及び合併症を予防するための治療や基礎疾患の管理、再発時の対応方法について、急性

期医療機関とかかりつけ医、圏域内での連携の強化が必要です。

【施策の方向性と主な施策】

（１） 予防対策の充実

○ 各町・保健所・医療機関が連携して、健診の意義を周知するとともに、特定健康診査受診率

・特定保健指導実施率の向上に向けた取り組み及び急性心筋梗塞を予防するための保健事業の

推進に努めます。

（２） 医療連携体制について

○ 南檜山地域医療連携システムなどを活用し、南渡島の急性期医療機関との診療連携を進める

とともに、急性期から回復・維持期までの医療機関及び介護保険関連施設等が診療情報や治療

計画の共有による切れ目のない適切な医療が提供できるような連携体制の充実を推進します。

○ 心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携圏域は、発症後早期に適切な治療を開始することが重要

なことから、入院医療サービスの完結を目指す第二次医療圏とされていますが、南檜山は、現

状において急性期医療が完結しない圏域のため、南渡島圏域を中心に道南医療圏と情報共有す

るなど、必要な医療連携体制の確保に努めます。

【医療機関等の具体的名称】

（１） 急性期医療

南檜山には、P18に記載の基準を満たす医療機関はありません。
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第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進

【参考（道計画 数値目標等）】

南檜山圏域

現状値 目標値（H35） 現状値

体 制 整 備 67 67 現状維持
北海道保健福祉部調査

急性期医療の公表医療機関

（平成29年4月1日現在）
0

実 施 件 数 等 12 21 現状より増加
北海道保健福祉部調査

（平成29年4月1日現在）
導入済

　＊　「北海道健康増進計画」（平成25年度～平成34年度）と調和を図る指標の目標値については、平成35年度も維持・向上とする。

地域連携クリティカルパスを導入している第二次

医療圏数（医療圏）

指標区分
北海道

目標数値の考え方 現状値の出典（年次）指標名（単位）

急性期医療を担う医療機関数（か所）

急性期医療

急性期医療を担う医療機関 ＜２４時間対応＞
［道南：市立函館病院、函館中央病院、八雲総合病院］
（※病院群輪番制：国立函館病院、函館五稜郭病院、函館市医師会病院）

○ 心電図検査・血液検査・画像検査・超音波検査等、必要な検査の実施
〇 ST上昇型心筋梗塞患者には、経皮的冠動脈形成術（PCI）による冠動脈再疎通を考慮
〇 冠動脈バイパス術や大動脈人工血管置換術等の外科的治療が可能な医療機関との連携
○ 呼吸管理・疼痛管理等の全身管理やポンプ失調等の合併症治療の実施
〇 運動耐容能を評価の上、在宅復帰に向けた心血管疾患リハビリテーションを実施
【医療機関名は第８章別表５参照】

心血管疾患の医療連携体制

急性期から回復期、維持期までの医療機関及び介護保険関連施設等が、診療情報や治療計画
の共有による切れ目のない適切な医療が提供できるよう連携体制の充実を図ります。

発症予防の対応 維持期の対応

医療
保険者

道
市町村

住民(患者)

速やかに救急要請

受

診
健診の

普及啓発

○再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理
〇合併症併発時や再発時等の緊急時の対応
○生活機能の維持及び向上のためのリハビリテ
ーションの実施

○介護支援専門員、介護保険関連施設、訪問看
護ステーション、歯科診療所、薬局等と連携
した在宅医療の実施

○基礎疾患の治療（高血圧・脂質
異常症・糖尿病等）

〇生活習慣の改善を支援（食事・
運動・喫煙習慣・ストレス等）

○初期症状出現時の対応について
本人･家族･周囲の者等への教育

発症

救
急
搬
送

回復期医療を担う
医療機関

○再発予防の治療や基礎疾患･
危険因子の管理

〇合併症併発時や再発時の対応
○在宅復帰のための心血管疾患
リハビリテーションを実施

〇再発予防の知識・対処法に
ついて患者教育を実施

連

携

発

症
予

防

回

復

期
医

療

連

携

連
携

維

持

期
医

療

【医療連携圏域】

近隣医療圏当該第二次医療圏 連携・協議の場

特定健康診査

特定保健指導

受
診

来院後３０分以内に専門的治療の開始

連

携

保健指導

応
急

手

当
・

病

院
前

搬
送

訪問看護ステーション、介護支援専門員、
かかりつけ歯科、かかりつけ薬局他

か か り つ け 医
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第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進

４ 糖尿病の医療連携体制

【現状】

（１） 罹患・死亡の状況

○ 北海道では平成27年に698人が糖尿病を原因として死亡しており、死亡者数全体の1.2％

（全国1.0％）を占め、死因の第９位となっており、南檜山では２人が糖尿病を原因として死

亡しており、死亡者数全体の0.5％を占めています。 （人口動態総覧）

（２） 健康診断の受診状況

○ 糖尿病は自覚症状がないまま進行するため、定期的な健診の受診による早期発見・治療が重

要ですが、平成２８年の特定健康診査の受診率は全道と比較すると高い状況にあります。

【課題】

○ 糖尿病は自覚症状がなく進行する病気であることから、定期的な健診受診が必要であること

を広く住民に周知するとともに、適切な食生活及び運動習慣により予防や改善ができることの

普及啓発が必要です。

○ 医療保険者等と連携し、糖尿病の発症リスクがある者に対して、保健指導や医療機関受診を

勧め、生活習慣の改善が図られるよう支援が必要です。

【施策の方向性と主な施策】

○ 健康のために望ましい生活習慣や食習慣の一層の普及定着に取り組みます。

○ 保健所、市町村、関係機関等が連携して、運動習慣を確立し、適度な運動を継続していくた

め、運動の必要性、効果に関する普及啓発とともに、運動の方法、施設等に関する情報提供を

行い、身近なところで運動しやすい環境の整備を図ります。

○ 特定健康診査の受診率向上及び健診後の特定保健指導を推進するため、関係機関と連携を図

るとともに、保健所を中心に医療保健関係者向けの学習会を行うなど、糖尿病の発症予防及び

重症化予防を図ります。

○ 糖尿病の医療連携圏域は、疾病管理や合併症予防については、かかりつけ医や専門医等の連

携が重要なことから、入院医療サービスの完結を目指す第二次医療圏とされていますが、南檜

山は、現状において専門治療や慢性合併症治療が完結しない圏域のため、南渡島圏域を中心に

道南医療圏と情報共有するなど、必要な医療連携体制の確保に努めます。
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【医療機関等の具体的名称】

町 名 医療機関名 該当項目

① ② ③

佐々木病院 ○ ○ ○

江差町 道南勤医協江差診療所 ○ ○

北海道立江差病院 ○ ○ ○

上ノ国町 町立上ノ国診療所 ○ ○ ○

上ノ国町立石崎診療所 ○

厚沢部町 厚沢部町国民健康保険病院 ○ ○

乙部町 乙部町国民健康保険病院 ○ ○ ○

奥尻町 奥尻町国民健康保険病院 ○ ○ ○

〈該当項目〉

① インスリン療法を行うことができること

② 糖尿病患者教育（食事療法・運動療法・自己血糖測定）を行うことができること

③ 糖尿病による合併症に対する継続的な管理及び指導を行うことができること

【参考 （道計画 数値目標等）】

南檜山圏域

現状値 目標値（H35） 現状値

39.3 70.0 現状より増加
２７．１

（※国保のみ）

13.5 45.0 現状より増加
３０．６

（※国保のみ）

実 施 件 数 等 373 485 現状より増加
北海道保健福祉部調査

（平成29年4月1日現在）
導入済

男性 8.5 8.0

女性 3.8 3.3

　＊　「北海道健康増進計画」（平成25年度～平成34年度）と調和を図る指標の目標値については、平成35年度も維持・向上とする。

７．１

（※国保のみ）

住 民 の

健 康 状 態 等

地域連携クリティカルパスを導入している医療機関数

（か所）

指標区分

特定健康診査・特定保健指導

に関するデータ

（平成27年）

［厚生労働省］

目標数値の考え方 現状値の出典（年次）
北海道

指標名（単位）

体 制 整 備

特定健診受診率（％）

特定保健指導実施率（％）

HbA1ｃ値が6.5％以上の者の割合

（％）（40～74歳）
現状より減少

特定健康診査・特定保健指導

に関するデータ

（平成26年）

［厚生労働省］

第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進
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第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進

【医療連携圏域】

糖尿病の医療連携体制

発症予防から安定期、慢性合併症等に応じた適切な医療を提供するため、診療情報や
治療計画の共有に努めます。

発
症
予
防

初
期
・
安
定
期
治
療

専
門
治
療
・
慢
性
合
併
症
治
療

かかりつけ医 診療所・病院 かかりつけ眼科
かかりつけ歯科
かかりつけ薬局

発症予防の対応

生活習慣の改善
・適切な食習慣
・適度な身体活動、運動習慣
・喫煙、飲酒習慣

初期・安定期の対応

・診療ガイドラインに則した診療の実施
・75ｇＯＧＴＴ、ＨｂＡ１ｃ等糖尿病の評価に必要な検査の実施
・食事療法、運動療法及び薬物療法による血糖コントロール
・低血糖時及びシックデイ（風邪など）の対応
・専門医療機関、急性・慢性合併症を行う医療機関との連携
・訪問看護ステーション、歯科診療所、薬局等と連携した在宅
医療の実施

紹

介

・

連

携

連
携

住民
（患者）

受
診 紹

介

・

連

携

専門治療を担う医療機関

・診療ガイドラインに則した診療の実施
・ 75ｇＯＧＴＴ、ＨｂＡ１ｃ等糖尿病の評価に必
要な検査の実施
・各専門職種のチームによる集中治療
（食事療法、運動療法、薬物療法等）
教育入院等の集中的な治療の実施
・糖尿病患者の妊娠への対応
・急性合併症の治療を24時間実施

慢性合併症治療を担う
医療機関

・診療ガイドラインに則した診療の実施
・慢性合併症（糖尿病網膜症、糖尿病性
腎症、糖尿病性神経障害等）について、
専門的な検査・治療の実施
・発症予防、専門治療、安定期治療を行
う医療機関との診療情報や治療計画等
の連携
・人工透析を受けられる体制の整備

紹 介
治療時
連 携

当該第二次医療圏 近隣医療圏

連
携

市町村・保険者との連携

連携・協議の場

医 療

保険者
道

市町村

特定健康診査
特定保健指導

健診受診

普及啓発
健診勧奨

保健指導

訪問看護ステーション
介護支援専門員

※糖尿病の医療機能を担う医療機関は、本文【医療機関の具体的名称】を参照
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５ 精神疾患の医療連携体制

【現状】

○ 南檜山における精神疾患の総患者数は、約800人と推計されます。

○ 主な疾患別では、統合失調症や気分(感情)障害、脳器質性精神障害（いずれも約200人）が

多くなっています。

○ 南檜山において精神科を標ぼうする病院・診療所は道立江差病院１か所となっており、函館

市など圏域外への通院、入院が見られます。

○ 精神科訪問看護を提供している病院・診療所は、南檜山にはありません。

○ 精神科デイケアを提供する医療機関は、南檜山にはありません

○ 南檜山には、精神障がい者の社会復帰を支援する就労継続支援事業所が3か所、地域活動支

援センターが１か所あります。

（１）統合失調症

○ 道が実施した「精神科病院実態調査」によると、地域移行・地域定着が進まない要因として

「退院後の住居の確保」、「家族の協力が得られない」等が挙げられています。

○ 「退院患者平均在院日数」については、南檜山は全国平均や全道平均を大きく下回っていま

す。

区 分 全国平均 全道平均 南檜山

退院患者平均在院日数（H25） 291.9日 329.4日 72.1日

＊厚生労働省「患者調査」

○ 抗精神特定薬剤治療指導管理料（治療抵抗性統合失調症治療指導）の実施医療機関は、南檜

山圏域にはありません。

（２）うつ病・躁うつ病

○ うつ病は身体症状が出ることも多く、精神科を受診する前に内科等のかかりつけ医を受診す

ることが多くなっています。

○ 治療法の１つである認知行動療法の実施医療機関（施設基準等届出受理医療機関）は、南檜

山にはありません。

（３）認知症

○ 本人に病識がないことや家族等周囲の者の理解不足などにより、初期段階で精神科医療へつ

なげることが困難な場合があります。

○ 認知症に関する鑑別診断や専門医療相談等を行う「認知症疾患医療センター」は、南檜山に

はありませんが、道南ブロックで３病院が指定されています。

（４）児童・思春期精神疾患

○ 子どもの心の診療を担う医師や医療機関が限られており、心の問題を持つ子どもとその家族

が身近な地域で専門的診療が受けられる体制が不足しており、南檜山には、子どもの心の診療

を担う医師や専門医療機関はありません。

（５）発達障がい

○ 日常生活や職業での困難が発達障がいによるものであると気付かれず、必要な福祉支援や医

療支援を受けられずにいる場合が少なくありません。

第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進
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（６）依存症

○ アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症については、アルコールに関して小規模な自助グ

ループがあるものの、南檜山には専門医療機関がなく、継続的な支援が困難です。

（７）外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

○ 災害・犯罪・事故により被害を受けた者の遺族はもとより、身体に被害を受けた多くの被災

者や被害者が同時に精神的被害を受けていると考えられます。

また、身体被害（物理的外傷）はなくても災害・犯罪・事故等によって直接的に精神被害を

受けた者も多数によると考えられ、重度のＰＴＳＤ（外傷後ストレス障害）などの災害や犯罪

等による被害に対する持続的な精神的後遺症に罹患している者も少なくありません。

（８）高次脳機能障がい

○ 高次脳機能障がいは外見ではわかりにくく、本人や周囲の者が障がいを認識しづらい場合が

多いことなどから、南檜山にも一定の患者数が推定されるものの、適切な医療や支援を受けに

くい状況があります。

（９）摂食障害

○ 摂食障害は、潜在患者は多いものと推定されているにもかかわらず、専門的な医療につなが

るまでに長期間が経過することによって、重症化してしまうことも少なくありません。

（10）てんかん

○ てんかんの有病率は、約0.8％と推定されており、発達期だけではなく、老年期にも発症し、

認知症等と合併することも知られています。

○ てんかんは、小児科、神経内科、脳神経外科など、精神科以外の診療科でも多くの患者が受

診しています。

（11）精神科救急・身体合併症

○ 南檜山には、精神科救急医療体制整備事業における遠隔地域支援病院が１か所ありますが、

この事業により夜間・休日に診療を受けた事例は近年ありません。

（12）自殺対策

○ 自殺の背景には、うつ病をはじめとする精神疾患が関連することが多いといわれています。

南檜山における自殺死亡率は、全国及び全道平均よりも上回っています。

【人口10万人当たりの自殺死亡率（％）】

区 分 全国 全道 南檜山

自殺死亡率 16.8 17.5 29.5

＊厚生労働省「平成28年人口動態調査」

（13）医療観察法における対象者への医療

○ 退院決定または通院決定を受けた方が必要な医療を受ける「指定通院医療機関」は、南檜山

にはありません。

【課 題】

○ 住民にとって身近な市町村や保健所における相談支援機能の強化が必要です。

○ 地域で生活が送れるよう、訪問看護による支援や、サービス事業所等社会資源の充実、医療

機関及び地域活動支援センター等関係機関の連携体制が必要です。

第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進
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（１）統合失調症

○ 新規入院患者の入院長期化の防止や長期入院患者の退院を促進するため、退院後の訪問看護、

外来治療継続の支援など地域移行に向けた支援が必要です。

（２）うつ病・躁うつ病

○ 内科等のかかりつけ医や産業医との連携を推進し、必要に応じて精神科医療へのアクセスを

促すことが必要です。

（３）認知症

○ 認知症疾患医療センターが設置する連携協議会等を通じ、かかりつけ医や南檜山の介護関係

者等との連携を推進することが必要です。

（４）児童・思春期精神疾患

○ 乳幼児健診は、発達障がい等の早期発見にも資するため、市町村からの受診勧奨を徹底する

とともに、医療機関・保健所・発達支援センター等の関係機関が連携した保健指導や相談支援

等の取組が重要です。

（５）発達障がい

○ 発達障がいに関する正しい理解と対応について、地域の保健・医療・福祉・教育関係者に対

する学習機会の確保や、住民への普及啓発が必要です。

（６）依存症

○ 依存症対策の専門的支援に係る地域の相談支援体制を整備し、必要に応じて適切な医療につ

なげるなどの取組が必要です。

（７）外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

○ 被災者や犯罪被害者等が心理的外傷その他災害や犯罪などにより心身に受けた影響から回復

できるようにするため、精神的・身体的被害に対する保健・医療・福祉サービスの充実を図る

ことや専門性の高い者の人材育成が必要です。

（８）高次脳機能障がい

○ 高次脳機能障がいに関する知識の普及を図るとともに、南檜山の相談窓口や利用可能な支援

制度などの周知を図ることが必要です。

（９）摂食障害

○ プライマリケアを担う医療機関、小児科医、内科医等への摂食障害に関する普及啓発を進め、

早期発見、適切な治療につなげることが必要です。

（10）てんかん

○ てんかん専門医の下での高度な医療が必要な患者については、道内では専門医の偏在により、

十分な医療が受けられない状況もあるため、南檜山における診療連携体制や遠隔医療による対

応が必要です。

○ 未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんかんに関する知識の普及啓発等を通じ、適切

な治療につなげることが必要です。

○ 老年期に発症するてんかんに関し、医療関係者等への理解の促進が必要です。

第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進
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（11）精神科救急・身体合併症

○ 南檜山における円滑な救急患者受入に係るルールづくりについて、他圏域と広域で調整する

ことが必要です。

（12）自殺対策

○ 自殺対策に取り組む機関と連携し、自殺未遂者への支援や住民に対する正しい知識の普及啓

発を行うことが必要です。

（13）医療観察法における対象者への医療

○ 支援事例を想定した関係機関との連携体制の構築が必要です。

【施策の方向性と主な施策】

○ 南檜山の関係機関職員等を対象とした適切な精神科医療へのつなぎ等、連携方法の習得のた

め研修会の開催・参加等、管内の人材育成に努めます。

（１）統合失調症

○ 精神科病院に入院している方の退院後の地域生活支援等のため、関係機関と連携しながら、

地域移行・地域定着支援の取組を推進します。

（２）うつ病・躁うつ病

○ うつ病対応力向上のための研修会参加を促進する等、かかりつけ医と精神科専門医との連携

を推進します。

（３）認知症

○ 認知症疾患医療センターとかかりつけ医の連携を促進し、また、地域住民に対し認知症に関

する正しい知識の普及を図ります。

（４）児童・思春期精神疾患

○ 発達障がいの早期発見や適切な成長・発達を促すため、乳幼児健診について町からの受診勧

奨を徹底するとともに、早期発見に効果的な手法の導入のため、発達障がい関連研修への関係

職員の参加を促進します。

（５）発達障がい

○ 発達障がいの当事者・家族等が速やかに医療機関を利用できるよう、医療機関に関する情報

の提供に努めます。

（６）依存症

○ 依存症に関する知識を普及し、当事者・家族を地域で支援することができるよう、地域住民

に対する啓発や、依存症の自助グループへの支援等、依存症支援体制の構築を促進します。

（７）外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

○ 精神保健福祉センターが実施する研修に参加するなど、保健・医療・福祉の職員等の支援技

術育成に努めます。

（８）高次脳機能障がい

○ 高次脳機能障がいの当事者・家族が身近な地域で支援を受けられるよう、保健所における相

談機能の強化や相談窓口の周知を図るなど、支援体制の充実を図ります。
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（９）摂食障害

○ プライマリケアを担う医療機関、小児科医、内科医等への摂食障害に関する普及啓発を進め

ます。

（10）てんかん

○ 専門医による高度な医療が必要な患者に対し、地域における診療連携体制の構築や遠隔医療

による対応を進めます。

○ 未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんかんに関する知識の普及啓発等に取り組みま

す。

○ 老年期に発症するてんかんに関して医療関係者等への理解の促進に取り組みます。

（11）精神科救急・身体合併症

○ 救急患者への対応等が円滑に行われるよう、受入ルールづくりについて、道南ブロック内の

他の保健所等と協議しながら検討します。

（12）自殺対策

○ 南檜山自殺対策連絡会議の構成機関・団体と連携し、うつ病に関する知識の普及とともに、

地域における人材養成や相談体制の確保等総合的な自殺対策を推進します。

（13）医療観察法における対象者への医療

○ 医療観察法による処遇を受けた方に対し、生活に必要な支援が円滑に提供されるよう、保護

観察所、関係町及び相談支援機関等の関係機関と連携して取り組みます。

(14) 医療連携について

○ 精神科救急・身体合併症の対応等の地域精神科医療提供機能及び地域連携拠点機能等、高

度で専門的な医療サービスの提供体制については、第三次医療圏である道南医療圏を基本に体

制が確保されるよう連携を図ります。

【医療機関等の具体的な名称】

（精神科救急医療体制整備事業～道南ブロック 医療機関指定状況）

所在地 医療機関名 輪番病院 合併症受入協力病院 遠隔地域支援病院

市立函館病院 △ ◯

医療法人富田病院 ◯ ◯

社会医療法人函館渡辺病院 ◯ ◯

医療法人亀田病院分院亀田北病院 ◯

函館市 ※医療法人亀田病院 ◯

※函館赤十字病院 ◯

※函館市医師会病院 ◯

※函館中央病院 ◯

社会福祉法人函館厚生院函館五稜郭病院 ◯

七飯町 医療法人社団立青会なるかわ病院 ◯

森町 医療法人社団森生会森の里病院 ◯

江差町 北海道立江差病院 ◯ ◯

八雲町 八雲総合病院 ◯ ◯

※精神科病院以外で合併症受入協力病院

△～救急輪番等を休止中
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第２ ５疾病５事業等に係る連携の推進

（認知症疾患医療センター～道南圏域）

所在地 医療機関名

社会医療法人函館渡辺病院

函 館 市 医療法人富田病院

医療法人亀田病院分院亀田北病院

【参 考 （道計画 数値目標等）】

目標数値の考え方 現状値の出典（年次）
南檜山圏域

現状値 目標値（H35） 現状値

体 制 整 備 18 29 現状より増加
北海道保健福祉部調査

（平成29年4月現在）
0

　＊１　８圏域における医療資源や地域バランスに配慮して整備。

指標区分 指標名（単位）
北海道

認知症医療疾患センター（地域型・連携型）の整備数

（医療機関数）　＊１

多様な精神疾患等（15領域）
都道府県連携拠点機能を担う医療機関

地域連携拠点機能を担う医療機関

地域精神科医療提供機能を担う医療機関

患 者

保健所

精神保健福祉センター

統合失調症

うつ病・躁うつ病

認知症

児童・思春期精神疾患

発達障がい

外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

高次脳機能障がい

摂食障害

てんかん

精神科救急

身体合併症

自殺対策

災害精神医療

医療観察法

□役割
・医療連携、情報収集発信及び人材育成の都道府県拠点
・地域連携拠点機能支援

□役割
・医療連携、情報収集発信及び人材育成の地域拠点
・地域精神科医療提供機能支援

□役割
・医療連携、情報収集発信及び人材育成への参画
・地域精神科専門医療の提供

精神疾患の医療連携体制

市町村その他の医療機関

本庁

受診、相談 連携 協議の場

依存症


